
会津美里町国土強靭化地域計画個別事業一覧

起きてはならない最
悪の事態

強靭化施策 再掲 事業名 事業の内容
実施
予定
年度

現状値 目標値
取組主体
（担当課）

3 4 5 6 7

住宅・建築物の耐震化等
安全安心耐震促進
事業

基準日以前に建築された木造住宅の耐震診断及
び耐震化工事に対して補助金を交付する

○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課

大規模盛土造成地の滑動崩落対
策

建設水道課

橋梁施設の耐震対策等
橋梁長寿命化補修
事業

橋梁の耐震化を図り延命化を図る ○ ○ 建設水道課

<5-1><6-3>
町有施設（庁舎等）の耐震化等 総務課
<3-1>

教育施設の耐震化等
学校給食センター
改築事業

老朽化した高田学校給食センター及び新鶴学校
給食センターを統合し、新たな学校給食センター
を建設する。

〇 教育文化課

社会福祉施設の耐震化等
老人福祉施設管理
事業

社会福祉施設等が施設の耐震化や災害等に対
する施設整備等を実施する場合に補助金を交付
する。

健康ふくし課

<2-4>
無電柱化の推進 建設水道課
<5-1><6-1>

空き家対策の推進
特定空家等対策推
進事業

特定空家等及び危険な空家の所有者へ指導勧
告を行い空家の除却を推進する

○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課

消防広域応援体制の強化 災害対策事業 応援体制の強化のため、防災訓練などの実施 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課
<2-3>

消防団の充実・強化 消防団員活動事業
消防団員の安全を確保するための装備品の整備
を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 消防団員数　770 消防団員数　770 総務課

<2-3>
消防施設維持管理
事業

消防団活動に必要な小型動力ポンプなどの更新
や屯所などの維持管理を行う。

○ ○ ○ ○ ○

河川管理施設の整備等 河川整備事業 河川の水位計等を整備する ○ ○ 建設水道課
<6-3><7-1>

ダム管理設備の機能確保 水利施設管理事業
ダム下流域の防災・減災のため、県による各ダム
の適切な維持管理とともに老朽化対策等の着実
な実施を促進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<7-1>

市街地排水機能の強化
川原町地区排水路
整備事業

排水施設を強化することにより浸水被害等から家
屋を守る

○ ○ ○ ○ 建設水道課

ハザードマップの活用 災害対策事業
職員出前講座などを活用して町民への周知を行
う。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

水害・土砂災害からの「逃げ遅れ
ゼロ」実現のための連携体制の
構築

防災情報システム
事業

現在の防災情報システムの更新を行う。 ○ ○ 総務課

1-1　地震等による
建物・交通施設等の
複合的・大規模倒壊
や火災による死傷
者の発生

1-2 異常気象等に
よる広域かつ長期
的な市街地等の浸
水



豪雪対策関係機関との雪害防止
対策に係る情報共有及び連携体
制の強化

除雪対策事業
県と関係市町村で協議会を設け連携を図ってい
る

○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課

雪崩対策の推進 建設水道課

道路の除雪体制等の確保 除雪対策事業 理想的な除雪体制の構築する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<6-3>
道路の防雪施設の整備 除雪柵整備事業 防雪柵を整備し、地吹雪から道路を守る ○ ○ ○ 建設水道課
<6-3>

応急給水体制の整備
応急給水体制整備
事業

他市町村及び水道事業者の連携・協力により、関
係機関及び協定締結団体との連携をより応急給
水体制の整備を図る。

○ ○ 建設水道課

上水道施設の防災・減災対策 建設水道課
<6-2>

物資供給体制の充実・強化 災害対策事業
供給体制強化のため、関係機関と協定を締結す
る。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

非常用物資の備蓄 災害対策事業
災害時に必要となる食料・生活必需品等の備蓄
を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

道路の防災・減災対策 道路維持管理事業 道路施設の補修を行い、災害を防止する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<2-2><5-1><5-2><6-3>
迂回路となり得る農道・林道の整
備

農道管理事業
大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-2><5-1><5-2><6-3>
林道整備維持管理
事業

大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○

道路の防災・減災対策 ○ 道路維持管理事業 道路施設の補修を行い、災害を防止する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<2-1><5-1><5-2><6-3>
迂回路となり得る農道・林道の整
備

○ 農道管理事業
大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-1><5-1><5-2><6-3>
林道整備維持管理
事業

大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○

訓練実施等による防災関係機関
との連携体制及び災害対応力の
強化

災害対策事業 応援体制の強化のため、防災訓練などの実施 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<3-1><4-3>
消防広域応援体制の強化 ○ 災害対策事業 応援体制の強化のため、防災訓練などの実施 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課
<1-1>

消防団の充実・強化 ○ 消防団員活動事業
消防団員の安全を確保するための装備品の整備
を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 消防団員数　770 消防団員数　770 総務課

<1-1>
消防施設維持管理
事業

消防団活動に必要な小型動力ポンプなどの更新
や屯所などの維持管理を行う。

○ ○ ○ ○ ○

災害医療コーディネート体制の整
備

健康ふくし課

災害時医療薬品等の備蓄・供給
体制の維持

健康ふくし課

災害時医療・福祉人材の確保 健康ふくし課

福祉避難所の充実・確保 災害対策事業
福祉避難所の充実のため、町内福祉施設等と協
定を締結する。

○ ○ ○ ○ ○
総務課・健康
ふくし課

2-4　医療・福祉施
設及び関係者の絶
対的不足・被災、支
援ルートの途絶によ
る医療・福祉機能の
麻痺

2-3　自衛隊、警察、
消防等の被災等に
よる救助・救急活動
等の絶対的不足

1-3　暴風雪及び豪
雪による重大事故
や交通途絶等に伴
う死傷者の発生

2-1　被災地での食
料・飲料水等、生命
に関わる物資供給
の長期停止

2-2　多数かつ長期
にわたる孤立集落
等の発生



<4-3>

社会福祉施設の耐震化等 ○

介護・福祉空間整
備等補助金及び地
域介護・福祉空間
推進事業補助金

社会福祉施設等が施設の耐震化や災害等に対
する施設整備等を実施する場合に補助金を交付
する。(現状当該事業実施は未定)

健康ふくし課

<1-1>
感染症予防措置の推進 感染症対策事業 定期予防接種の受診勧奨を行う。 ○ ○ ○ ○ ○ 健康ふくし課

<2-6>
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業

国の予防接種法一部改正に伴い実施する予定。 ○

下水道業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定・推進

建設水道課

<2-6><6-2>
下水道施設の維持管理 建設水道課
<2-6><6-2>

単独処理浄化槽からの合併処理
浄化槽への転換促進

合併処理浄化槽設
置整備事業

合併処理浄化槽の計画的な整備を図り、し尿と生
活雑排水を併せて処理することにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、合
併処理浄化槽の設置を行う者に対し補助金を交
付する。

○ ○ ○ ○ ○
生活排水処理率
46.0％

生活排水処理率
57.1％

建設水道課

<6-2>

家畜伝染病対策の充実・強化 農業総務事業
家畜伝染病感染予防のため、予防接種等の実施
とともに、早期発見のため野鳥等の監視を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<7-4>
感染症予防措置の推進 ○ 感染症対策事業 定期予防接種の受診勧奨を行う。 ○ ○ ○ ○ ○ 健康ふくし課

<2-5>
新型コロナウイルス
ワクチン接種事業

国の予防接種法一部改正に伴い実施する予定。 ○

下水道業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定・推進

○ 建設水道課

<2-5><6-2>
下水道施設の維持管理 ○ 建設水道課
<2-5><6-2>
業務継続に必要な体制の整備 総務課

受援体制の整備 総務課

防災拠点施設の機能確保 総務課
<4-1>
町有施設（庁舎等）の耐震化等 ○ 総務課
<1-1>
訓練実施等による防災関係機関
との連携体制及び災害対応力の
強化

○ 災害対策事業 応援体制の強化のため、防災訓練などの実施 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<2-3><4-3>
防災拠点施設の機能確保 ○ 総務課
<3-1>
情報システムの業務継続体制（ＩＣ
Ｔ－ＢＣＰ）の強化

総合行政システム
運用事業

情報システムの業務継続体制の強化のため、情
報システム業務継続計画を策定する。

○ ○ 総務課

情報通信設備の耐災害性の強化
情報通信施設管理
事業

H&Sネットワークなどの設備の耐災害性の強化を
行う。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<4-3>
防災情報システム
事業

現在の防災情報システムの更新を行う。 ○ ○

住民等への情報伝達体制の強化
防災情報システム
事業

現在の防災情報システムの更新を行う。 ○ ○ 総務課

2-5　被災地におけ
る疫病・感染症等の
大規模発生

2-6　劣悪な避難生
活環境、不十分な健
康管理による多数
の被災者の健康状
態の悪化・死者の発
生

3-1　行政機関の職
員・施設等の被災に
よる機能の大幅な
低下

4-1　電力供給停止
等による情報通信
の麻痺・長期停止

4-2　テレビ・ラジオ
放送の中断等により



<4-3>

情報通信設備の耐災害性の強化 ○
情報通信施設管理
事業

H&Sネットワークなどの設備の耐災害性の強化を
行う。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<4-1>
防災情報システム
事業

現在の防災情報システムの更新を行う。 ○ ○

住民等への情報伝達体制の強化 ○
防災情報システム
事業

現在の防災情報システムの更新を行う。 ○ ○ 総務課

<4-2>

避難行動要支援者対策の推進 災害対策事業
避難行動要支援者名簿を作成し、災害時におけ
る援助対策を整備する。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<8-3>

福祉避難所の充実・確保 ○ 災害対策事業
福祉避難所の充実のため、町内福祉施設等と協
定を締結する。

○ ○ ○ ○ ○
総務課・健康
ふくし課

<2-4>
訓練実施等による防災関係機関
との連携体制及び災害対応力の
強化

○ 災害対策事業 応援体制の強化のため、防災訓練などの実施 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<2-3><3-1>

自助・共助の取組促進 災害対策事業
自主防災組織の設立支援を行い、自助共助の取
り組みを進める。

○ ○ ○ ○ ○
自主防災組織の
組織数　16

自主防災組織の
組織数　70

総務課

<8-3>

自主防災組織等の強化 災害対策事業
自主防災組織の設立支援を行い、自助共助の取
り組みを進める。

○ ○ ○ ○ ○
自主防災組織の
組織数　16

自主防災組織の
組織数　70

総務課

<8-3>
道路の防災・減災対策 ○ 道路維持管理事業 道路施設の補修を行い、災害を防止する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<2-1><2-2><5-2><6-3>
迂回路となり得る農道・林道の整
備

○ 農道管理事業
大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-1><2-2><5-2><6-3>
林道整備維持管理
事業

大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○

橋梁施設の耐震対策等 ○
橋梁長寿命化補修
事業

橋梁の耐震化を図り延命化を図る 建設水道課

<1-1><6-3>
無電柱化の推進 ○ 建設水道課
<1-1><6-1>
道路の防災・減災対策 ○ 道路維持管理事業 道路施設の補修を行い、災害を防止する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<2-1><2-2><5-1><6-3>
迂回路となり得る農道・林道の整
備

○ 農道管理事業
大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-1><2-2><5-1><6-3>
林道整備維持管理
事業

大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○

食料生産基盤の整備 土地改良促進事業
ほ場の区画整理により安定的かつ効率的な営農
を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<7-3>

農業水利施設の適正な保全管理 水利施設管理事業

農業水利施設の多面的機能が十分発揮されるよ
う、各施設管理者による適正な施設診断の実施
や施設管理体制の強化を進め、適正な維持管理
に取り組む。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<7-1><7-3>
災害時応援体制の整備（エネル
ギー供給）

災害対策事業
供給体制強化のため、関係機関と協定を締結す
る。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

無電柱化の推進 ○ 建設水道課
<1-1><5-1>

災害情報が必要な
4-3　災害時に活用
する情報サービスが
機能停止し、情報の
収集・伝達ができ
ず、避難行動や救
助・支援が遅れる事
態

5-1　サプライチェー
ンの寸断等による企
業の生産力低下、
経済活動の停滞

5-2　食料等の安定
供給の停滞

6-1　電気・石油・ガ
ス等のエネルギー
供給機能の停止



再生可能エネルギーの導入拡大 町民税務課

上水道施設の防災・減災対策 ○ 建設水道課
<2-1>
下水道業務継続計画（ＢＣＰ）の
策定・推進

○ 建設水道課

<2-5><2-6>
下水道施設の維持管理 ○ 建設水道課
<2-5><2-6>

単独処理浄化槽からの合併処理
浄化槽への転換促進

○
合併処理浄化槽設
置整備事業

合併処理浄化槽の計画的な整備を図り、し尿と生
活雑排水を併せて処理することにより、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上に寄与するため、合
併処理浄化槽の設置を行う者に対し補助金を交
付する。

○ ○ ○ ○ ○
生活排水処理率
46.0％

生活排水処理率
57.1％

建設水道課

<2-5>

農業集落排水施設の整備等
農業集落排水施設
更新等事業

「機能診断調査・最適整備構想」に基づ き、施設
の持続的な機能確保を図るため、計画的な施設
更新等を行う。

○ ○ 建設水道課

道路の防災・減災対策 ○ 道路維持管理事業 道路施設の補修を行い、災害を防止する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<2-1><2-2><5-1><5-2>
迂回路となり得る農道・林道の整
備

○ 農道管理事業
大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-1><2-2><5-1><5-2>
林道整備維持管理
事業

大規模災害発生時に代替輸送路や迂回路となる
農道や林道の整備を推進する。

○ ○ ○ ○ ○

橋梁施設の耐震対策等 ○
橋梁長寿命化補修
事業

橋梁の耐震化を図り延命化を図る ○ ○ 建設水道課

<1-1><5-1>
道路の除雪体制等の確保 ○ 除雪対策事業 理想的な除雪体制の構築する ○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課
<1-3>
道路の防雪施設の整備 ○ 除雪柵整備事業 防雪柵を整備し、地吹雪から道路を守る ○ ○ ○ 建設水道課
<1-3>
河川管理施設の整備等 ○ 河川整備事業 河川の水位計等を整備する ○ ○ 建設水道課
<1-2><7-1>

地域公共交通の確保
公共交通利用促進
事業

安心して住み続けられる便利で持続可能な公共
交通網の形成に取り組む

○ ○ ○ ○ ○ 政策財政課

<8-3>
農業用水の渇水対策 産業振興課

農業水利施設の適正な保全管理 ○ 水利施設管理事業

農業水利施設の多面的機能が十分発揮されるよ
う、各施設管理者による適正な施設診断の実施
や施設管理体制の強化を進め、適正な維持管理
に取り組み

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<5-2><7-3>

ダム管理設備の機能確保 ○ 水利施設管理事業
ダム下流域の防災・減災のため、県による各ダム
の適切な維持管理とともに老朽化対策等の着実
な実施を促進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<1-2>
河川管理施設の整備等 ○ 河川整備事業 河川の水位計等を整備する 建設水道課
<1-2><6-3>
アスベスト使用被災建築物の適
切な管理・解体

町民税務課

6-4　異常渇水等に
より用水の供給の
7-1　ため池、ダム、
防災施設、天然ダム
等の損壊・機能不全
による二次災害の
発生

7-2　有害物質の大
規模拡散・流出

6-3　地域交通ネット
ワークが分断する事
態

6-2　上下水道等の
長期間にわたる機
能停止



食料生産基盤の整備 ○ 土地改良促進事業
ほ場の区画整理により安定的かつ効率的な営農
を推進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<5-2>

治山施設の整備等 治山施設整備事業
渓流や山腹斜面を安定させるための施設整備や
荒廃地の復旧整備を推進する。

産業振興課

災害に強い森林の整備
森林環境整備促進
事業

森林管理制度に基づき森林所有者の経営管理義
務の周知を図るとともに、森林整備を促進する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

農業水利施設の適正な保全管理 ○ 水利施設管理事業

農業水利施設の多面的機能が十分発揮されるよ
う、各施設管理者による適正な施設診断の実施
や施設管理体制の強化を進め、適正な維持管理
に取り組み

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<5-2><7-1>

鳥獣被害防止対策の充実・強化 有害鳥獣防除事業
有害鳥獣による被害を抑えるため、有害鳥獣の
捕獲や被害対策を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

農業・林業の担い手確保・育成
新規就農者・担い
手育成事業

就農時にかかる経費や、地域農業の担い手への
農地集積の取り組みに対し補助金を交付する。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

放射線モニタリング体制の充実・
強化

町民税務課

家畜伝染病対策の充実・強化 ○ 農業総務事業
農業全般に関わる事業や、個別事業として確立さ
れていない事業を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 産業振興課

<2-5>
災害廃棄物処理計画の策定・推
進

町民税務課

災害廃棄物等の処理・収集運搬
体制の充実・強化

町民税務課

応援職員の受け入れ 総務課

災害時応援協定締結者との連携
強化

災害対策事業
連携強化のため、連絡体制の確認、訓練の実施
を行う。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

災害・復興ボランティア関係団体
との連携強化

地域福祉団体支援
事業

社会福祉協議会等と連携し、災害・復興ボラン
ティア受入体制の構築を行う。

○ ○ ○ 健康ふくし課

罹災証明等に係る円滑な被災者
支援

災害対策事業 罹災証明が迅速に発行できるための整備を行う。 ○ ○ ○ ○ ○ 総務課

地域コミュニティの再生・活性化
まちづくり活動支援
事業

コミュニティ形成をコーディネートできる人材の育
成、活躍できる仕組みづくりと、組織運営を円滑に
行うための主体的活動に対して支援する

○ ○ ○ ○ ○

地域活動の推進
に満足している町
民の割合　53.8
地域活動に参加し
ている町民の割合
54.0

地域活動の推進
に満足している
町民の割合
61.1
地域活動に参加
している町民の

政策財政課

<8-4>

地域公共交通の確保 ○
公共交通利用促進
事業

安心して住み続けられる便利で持続可能な公共
交通網の形成に取り組む

○ ○ ○ ○ ○ 政策財政課

<6-3>

8-2　復旧・復興を担
う人材の不足により
復旧・復興が大幅に
遅れる

8-3　地域コミュニ
ティの崩壊等により
復旧・復興が大幅に
遅れる事態

7-3　農地・森林等
の荒廃による被害
の拡大

7-4　風評等による
地域経済等への甚
大な影響

8-1　大量に発生す
る災害廃棄物の処
理の停滞により復
旧・復興が大幅に遅
れる事態



自助・共助の取組促進 ○ 災害対策事業
自主防災組織の設立支援を行い、自助共助の取
り組みを進める。

○ ○ ○ ○ ○
自主防災組織の
組織数　16

自主防災組織の
組織数　70

総務課

<4-3>

自主防災組織等の強化 ○ 災害対策事業
自主防災組織の設立支援を行い、自助共助の取
り組みを進める。

○ ○ ○ ○ ○
自主防災組織の
組織数　16

自主防災組織の
組織数　70

総務課

<4-3>

避難行動要支援者対策の推進 ○ 災害対策事業
避難行動要支援者名簿を作成し、災害時におけ
る援助対策を整備する。

○ ○ ○ ○ ○ 総務課

<4-3>

地域コミュニティの再生・活性化 ○
まちづくり活動支援
事業

コミュニティ形成をコーディネートできる人材の育
成、活躍できる仕組みづくりと、組織運営を円滑に
行うための主体的活動に対して支援する

○ ○ ○ ○ ○

地域活動の推進
に満足している町
民の割合　53.8
地域活動に参加し
ている町民の割合
54.0

地域活動の推進
に満足している
町民の割合
61.1
地域活動に参加
している町民の

政策財政課

<8-3>
文化財の保存・活用 教育文化課

地籍調査の推進 国土調査事業
１筆ごとの土地について、所有者･地番・地目を調
査するとともに、境界の確認・測量を行い、正確な
地図及び台帳を作成する

○ ○ ○ ○ ○ 建設水道課

8-4　貴重な文化財
や環境的資産の喪
失、地域コミュニティ
の崩壊等による有
形・無形の文化の衰
退・損失

8-5　事業用地の確
保、仮設住宅・仮店
舗・仮事業所等の整
備が進まず復興が


